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　このため、1922 年 12 月 31 日までの日本統治前期、植民地台湾における民商事項には
「複数の法制度」が採用されることとなった。すなわち、在台日本人及び外国人（中国人















なった。旧慣法学は、1899 年 12 月、児玉源太郎総督と後藤新平民政長官が京都帝国大
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会」が発足し、会紙『台湾慣習記事』が発刊された 15。同紙は 1907 年 9 月に台湾総督府法
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似していた。前述した政学科に置かれた 10 講座のうち、商法講座が 1937 年以降の開講
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30	 台北高等学校第 1 期から第 18 期（1944 年）までの卒業生のうち、大学の文政学部に進学した者につい









































































































































































選 井上孚麿（1933‒1935） 「政体法」を中心に 2
民法演習 選 坂義彦（1933, 1935）、杉山茂顯（1934）
坂：田島順『担保物権法』




Karl Heinsheirner, Handelsrecht mit 
Wechselund Scheckerecht. 2 3
商法演習 選 烏賀陽然良（1939） 不詳 2 3






1933: Morin, Loi et Contract. 
1935 :  Hubert, Seience du droit , 
Sociologie juridique et philosophie du 
droit.




























経済政策演習 選 今西庄次郎（1939） 工業政策をめぐるもの 2









政治史 選 秋永肇（1938） 不詳 2 1.2































































教官 就任年 性別 民族別 学歴 備考
井上孚麿 1928 男 内 法学士
土橋友四郎 1928 男 内 法学士
安平政吉 1928 男 内 法学士、文学士
坂義彦 1928 男 内 法学士
杉山茂顯 1929 男 内 法学士
菅原春雄 1929 男 内 法学士
宮崎孝治郎 1929 男 内 法学士
筧克彦 1930 男 内 法学博士 東京帝国大学教授
田中耕太郎 1931 男 内 法学博士 東京帝国大学教授
後藤和佐二 1932 男 内 法学士 台湾総督府法院判官
立作太郎 1933 男 内 法学博士
国際公法を教授、政治学政治史講座所属
東京帝国大学名誉教授
中野峰夫 1933 男 内 法学士 台湾総督府法院判官
中川正 1933 男 内 法学士




中村哲 1937 男 内 東京帝国大学法学士 東京帝国大学法学部助手




中井淳 1938 男 内 法学士
後藤清 1939 男 内 法学士
烏賀陽然良 1939 男 内 法学博士 京都帝国大学名誉教授
山下康雄 1940 男 内 台北帝国大学法学士 国際公法を教授、政治学政治史講座所属
姉歯松平 1930 男 内 中央大学法律学専門科法学士 台湾総督府高等法院判官
西村信雄 1941 男 内 法学士
植松正 1941 男 内 文学士、法学士
中口卯吉 1942 男 内 法学士 台湾総督府高等法院判官
草薙晋 1942 男 内 東京帝国大学法学士 台湾総督府高等法院判官














に残り副手、助手を経て、1938 年に講師となり、1944 年九州大学に転じた。第 2 期卒業

































究センター主催「帝国と高等教育─東アジアの文脈から」にて発表。京都、2012 年 2 月 10‒12 日）。
36	 陳昭如、前掲注 31、45‒49 頁。















見られる 39。また、台北帝大文政学部政学科においては、1934 年から 1945 年までの間に
合計 9 輯の『政学科研究年報』が出版され、56 本の論文が掲載された。下記の表 3 に示
すように、法律学講座の教官が執筆した論文は 22 本であった。政治学講座の教官が執筆
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結　論
　植民地台湾では、日本統治前期において現地の特色を示す旧慣法学が発展した。岡松
参太郎などの日本の学者は、近代法学の概念により台湾人の「旧慣」を解釈し、当時の日
本の学界において相当高い学術的評価を得た。こうした台湾人の慣習をめぐる法学知識
の構築は、植民地近代性の色彩を帯びている。その根本的主旨は、植民地統治当局に行
政、司法ないし立法上の参考を提供することにある。そのため、植民地政策が「内地延
長」へと方向を変えた後、旧慣法学は日の目を見ることがなくなり、日本内地における法
学的研究成果を導入する「内地延長法学」に取って代わられることとなった。ちょうどそ
の頃、台北帝大が植民地台湾に創設された。
　台北帝大政学科のカリキュラムとテクストに、帝国全体の基準となる母国の法制と法
学論著が採用されていることから見てわかるように、台北帝大は帝国日本の一つの大学
だった。植民地台湾にありながら、植民地特有の法制に関心を示さず、また日本の学者
が構築した旧慣法学をも軽視した。また、植民地支配を受ける人々の大学でもなかった
ため、台湾に置かれた法学教育機関であったにもかかわらず、台湾人が法学教官に任じ
られることも全くなく、近代法学知識を構築する際に植民地支配を受ける民族の意見が
取り入れられることはなかった。したがって、台北帝大政学科で構築された法学知識は、
最後まで植民地近代性の大きな枠組みから抜け出せなかったのである。
（原文：中国語、日本語訳：陳宛妤）
